
生産性新聞生産性新聞

株

主

総

会

に

み

る

コ

ー

ポ

レ

ー

ト

・

ガ

バ

ナ

ン

ス

③

生

産

性

を

高

め

る

ビ

ジ

ネ

ス

ス

キ

ル

③

世

相

お

ち

こ

ち

生

産

性

改

革

③

詳

報

ｔｈ

Ｊ

Ｐ

Ｃ

�

ク

ロ

ニ

ク

ル

⑥

／

ミ

ラ

イ

を

変

え

る

革

新

力

⑥

　

九

州

生

産

性

本

部

は

５

月

８

日

、

２

０

２

５

年

度

入

社

の

新

入

社

員

対

象

ア

ン

ケ

ー

ト

の

結

果

を

公

表

し

た

。

こ

れ

か

ら

働

く

う

え

で

、

今

感

じ

て

い

る

不

安

に

つ

い

て

尋

ね

た

と

こ

ろ

、

先

輩

・

上

司

と

の

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

を

含

む

職

場

の

人

間

関

係

に

対

す

る

不

安

を

挙

げ

る

回

答

が

最

多

と

な

っ

た

。

　

生

産

性

を

巡

る

最

前

線

の

改

革

や

今

後

の

展

望

な

ど

を

探

る

新

連

載

「

生

産

性

改

革

　

Ｎ

ｅ

ｘ

ｔ

　

Ｓ

ｔ

ａ

ｇ

ｅ

」

で

は

、

「

マ

ク

ロ

経

済

・

産

業

政

策

」

を

テ

ー

マ

に

、

日

本

総

合

研

究

所

理

事

長

で

、

内

閣

官

房

「

新

し

い

資

本

主

義

実

現

会

議

」

構

成

員

の

翁

百

合

氏

と

、

経

済

産

業

研

究

所

（

Ｒ

Ｉ

Ｅ

Ｔ

Ｉ

）

理

事

長

で

一

橋

大

学

経

済

研

究

所

特

命

教

授

の

深

尾

京

司

氏

が

イ

ン

タ

ビ

ュ

ー

に

応

じ

た

。

（

２

面

に

詳

報

）

三位一体の労働市場改革

　

新

し

い

資

本

主

義

の

三

位

一

体

の

労

働

市

場

改

革

（

「

リ

・

ス

キ

リ

ン

グ

に

よ

る

能

力

向

上

支

援

」

「

職

務

給

、

ジ

ョ

ブ

型

人

事

の

導

入

」

「

労

働

移

動

の

円

滑

化

」

）

に

つ

い

て

、

翁

氏

は

「

ト

ラ

ン

プ

関

税

で

不

確

実

性

が

増

し

て

お

り

、

多

く

の

企

業

が

影

響

を

受

け

る

可

能

性

も

あ

る

。

北

欧

型

の

積

極

的

労

働

市

場

政

策

の

推

進

は

喫

緊

の

課

題

だ

」

と

指

摘

し

た

。

（

図

表

）

三

位

一

体

の

労

働

市

場

改

革

　

そ

し

て

、

「

賃

金

が

上

昇

す

る

効

果

的

な

リ

ス

キ

リ

ン

グ

や

キ

ャ

リ

ア

選

択

、

円

滑

な

労

働

移

動

に

は

、

適

切

な

キ

ャ

リ

ア

ア

ッ

プ

の

支

援

と

と

も

に

、

ジ

ョ

ブ

・

タ

グ

（

職

業

情

報

提

供

サ

イ

ト

）

の

拡

充

な

ど

充

実

し

た

職

業

・

賃

金

の

情

報

の

見

え

る

化

も

必

要

だ

」

と

述

べ

た

。

　

ま

た

、

経

営

戦

略

と

人

材

戦

略

を

関

連

付

け

た

人

的

資

本

の

開

示

の

充

実

を

促

す

こ

と

や

、

不

本

意

非

正

規

労

働

者

の

支

援

強

化

、

男

女

賃

金

格

差

の

解

消

、

デ

ィ

ー

プ

テ

ッ

ク

・

ス

タ

ー

ト

ア

ッ

プ

支

援

の

強

化

、

最

低

賃

金

の

引

き

上

げ

の

加

速

化

な

ど

の

政

策

を

総

合

的

に

進

め

る

こ

と

が

重

要

で

あ

る

と

の

考

え

を

示

し

た

。

　

翁

氏

は

「

北

欧

が

危

機

の

た

び

に

生

産

性

向

上

を

実

現

し

て

い

る

背

景

に

は

、

生

産

性

が

低

い

分

野

か

ら

生

産

性

の

高

い

分

野

へ

の

労

働

移

動

を

支

え

る

リ

ス

キ

リ

ン

グ

を

行

っ

て

い

る

こ

と

が

あ

る

。

『

守

る

べ

き

は

競

争

力

を

な

く

し

た

仕

事

で

な

く

、

個

人

で

あ

る

』

と

い

う

考

え

方

が

浸

透

し

て

い

る

か

ら

だ

」

と

話

し

た

。

　

一

方

、

深

尾

氏

は

、

持

続

可

能

な

成

長

を

実

現

す

る

た

め

、

政

府

が

打

ち

出

し

て

い

る

「

経

済

産

業

政

策

の

新

機

軸

」

に

つ

い

て

語

っ

た

。

新

機

軸

は

日

本

経

済

の

低

迷

を

脱

却

す

る

た

め

の

新

し

い

産

業

政

策

で

、

産

業

構

造

審

議

会

の

経

済

産

業

政

策

新

機

軸

部

会

で

議

論

を

積

み

重

ね

、

深

尾

氏

は

オ

ブ

ザ

ー

バ

ー

で

参

加

し

て

い

る

。

　

「

国

内

投

資

の

拡

大

」

「

イ

ノ

ベ

ー

シ

ョ

ン

の

促

進

」

「

国

民

所

得

の

向

上

」

の

循

環

を

実

現

し

、

成

長

エ

ン

ジ

ン

と

し

て

の

産

業

政

策

の

展

開

を

目

指

す

。

Ｒ

Ｉ

Ｅ

Ｔ

Ｉ

で

は

十

数

名

の

経

済

学

者

が

連

携

し

「

２

０

４

０

年

に

向

け

た

シ

ナ

リ

オ

」

に

関

す

る

産

業

構

造

推

計

モ

デ

ル

を

構

築

し

た

。

　

新

機

軸

ケ

ー

ス

で

は

、

人

口

減

少

を

前

提

に

労

働

投

入

は

減

少

す

る

が

、

国

内

投

資

拡

大

（

官

民

目

標

２

０

４

０

年

度

２

０

０

兆

円

＝

名

目

４

％

増

）

を

実

現

す

れ

ば

、

資

本

装

備

強

化

を

通

じ

て

労

働

生

産

性

が

上

昇

し

、

２

０

４

０

年

に

お

い

て

Ｇ

Ｄ

Ｐ

は

名

目

３

・

１

％

増

（

実

質

１

・

７

％

増

）

、

賃

金

は

名

目

３

・

３

％

増

（

春

季

労

働

交

渉

５

％

増

相

当

、

実

質

１

・

３

％

増

）

と

な

る

と

推

計

し

た

。

　

深

尾

氏

は

「

新

機

軸

を

進

め

た

２

０

４

０

年

の

日

本

は

、

購

買

力

平

価

で

諸

外

国

の

現

状

と

国

際

比

較

す

る

と

、

人

口

１

億

人

未

満

の

中

規

模

国

と

比

べ

て

Ｇ

Ｄ

Ｐ

は

大

き

く

、

実

質

賃

金

は

フ

ラ

ン

ス

や

イ

ギ

リ

ス

と

同

程

度

に

な

る

」

と

指

摘

し

た

。

　

こ

の

ア

ン

ケ

ー

ト

は

同

本

部

が

主

催

す

る

フ

レ

ッ

シ

ュ

マ

ン

セ

ミ

ナ

ー

（

４

月

開

催

）

の

参

加

者

を

対

象

に

実

施

し

た

。

今

年

が

２

回

目

で

�

人

が

回

答

し

た

。

　

入

社

し

た

会

社

に

決

め

た

理

由

に

つ

い

て

は

、

「

興

味

あ

る

事

業

内

容

（

業

界

）

だ

っ

た

」

が

�

・

７

％

で

１

位

だ

っ

た

。

以

下

、

「

安

定

し

て

い

る

会

社

だ

と

感

じ

た

」

が

�

・

９

％

、

「

人

事

担

当

や

先

輩

社

員

の

人

柄

や

雰

囲

気

が

自

分

と

合

い

そ

う

」

が

�

・

７

％

、

「

給

料

・

勤

務

地

・

福

利

厚

生

な

ど

ト

ー

タ

ル

で

見

て

一

番

魅

力

的

だ

っ

た

」

が

�

・

２

％

と

続

い

て

い

る

。

　

こ

れ

か

ら

会

社

で

働

く

う

え

で

の

自

身

の

強

み

に

つ

い

て

は

、

「

協

調

性

（

�

・

７

％

）

」

「

聞

く

力

（

傾

聴

力

）

（

�

・

１

％

）

」

「

規

律

性

（

ル

ー

ル

を

守

る

）

（

�

・

０

％

）

」

の

順

で

多

か

っ

た

。

　

自

身

の

弱

み

に

つ

い

て

は

、

「

伝

え

る

力

（

プ

レ

ゼ

ン

力

）

」

が

�

・

４

％

で

最

も

多

く

、

「

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

力

（

�

・

０

％

）

」

「

チ

ャ

レ

ン

ジ

意

欲

（

�

・

９

％

）

」

と

続

い

た

。

　

理

想

の

先

輩

・

上

司

に

つ

い

て

は

、

昨

年

の

調

査

に

続

き

、

「

大

谷

翔

平

氏

」

を

挙

げ

る

人

が

最

も

多

か

っ

た

。

　

こ

れ

か

ら

働

く

う

え

で

、

今

感

じ

て

い

る

不

安

に

つ

い

て

は

、

「

職

場

の

人

間

関

係

（

先

輩

・

上

司

と

う

ま

く

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

が

と

れ

る

か

）

」

を

挙

げ

る

人

が

最

も

多

く

、

次

い

で

、

「

仕

事

を

覚

え

ら

れ

る

か

（

つ

い

て

い

け

る

か

）

」

「

仕

事

で

失

敗

（

ミ

ス

）

を

し

て

し

ま

わ

な

い

か

」

「

自

分

が

本

当

に

役

に

立

て

る

の

か

」

を

挙

げ

る

人

が

多

か

っ

た

。

　

調

査

結

果

の

全

文

は

九

州

生

産

性

本

部

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

し

て

い

る

。

問

い

合

わ

せ

は

同

本

部

、

電

話

０

９

２

（

７

７

１

）

６

４

８

１

ま

で

。

【昭和�年７月�日 第三種郵便物認可】
（１）
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（ふかお・きょうじ）一橋大学経済研究所長等を経て

２０２４年より現職。専門は国際経済学、マクロ経済学等。

（おきな・ゆり）日本銀行、日本総合研究所主席研究員等

を経て２０１８年より現職。専門は金融、社会保障、経済政策等。

■

２

０

４

０

年

シ

ナ

リ

オ

を

議

論

　

産

業

構

造

審

議

会

経

済

産

業

政

策

新

機

軸

部

会

で

は

、

昨

年

春

か

ら

「

人

口

減

少

で

あ

っ

て

も

豊

か

に

な

れ

る

２

０

４

０

年

シ

ナ

リ

オ

」

の

作

成

を

本

格

化

し

、

こ

こ

１

年

の

関

連

政

策

（

Ｇ

Ｘ

２

０

４

０

ビ

ジ

ョ

ン

や

第

７

次

エ

ネ

ル

ギ

ー

基

本

計

画

等

）

も

踏

ま

え

て

、

シ

ナ

リ

オ

を

精

緻

化

し

、

今

年

６

月

に

第

４

次

中

間

整

理

を

発

表

し

た

。

　

　

新

機

軸

ケ

ー

ス

（

新

機

軸

の

積

極

的

な

経

済

政

策

の

強

化

を

前

提

に

、

潮

目

の

変

化

に

お

け

る

国

内

投

資

・

賃

上

げ

を

継

続

）

と

ベ

ー

ス

ケ

ー

ス

（

過

去

�

年

と

同

程

度

に

国

内

投

資

・

賃

上

げ

が

停

滞

）

の

二

つ

を

示

し

て

い

る

。

　

Ｒ

Ｉ

Ｅ

Ｔ

Ｉ

は

こ

の

将

来

推

計

の

基

礎

と

な

る

２

０

４

０

年

産

業

構

造

推

計

モ

デ

ル

を

経

産

省

と

共

同

で

開

発

し

た

。

政

府

に

よ

る

将

来

推

計

と

し

て

は

、

内

閣

府

の

「

中

長

期

試

算

」

や

厚

労

省

の

「

財

政

検

証

」

が

あ

る

が

、

そ

れ

ら

は

産

業

構

造

の

変

化

を

考

慮

し

な

い

マ

ク

ロ

経

済

モ

デ

ル

を

使

っ

て

お

り

、

Ｔ

Ｆ

Ｐ

（

全

要

素

生

産

性

）

の

上

昇

（

労

働

生

産

性

上

昇

の

う

ち

資

本

蓄

積

の

寄

与

以

外

の

要

因

）

を

過

去

の

実

績

を

参

考

に

外

生

的

に

仮

定

し

て

い

る

。

　

こ

れ

に

対

し

て

２

０

４

０

年

産

業

構

造

推

計

モ

デ

ル

で

は

、

人

口

高

齢

化

に

よ

る

需

要

の

変

化

や

Ａ

Ｉ

・

ロ

ボ

ッ

ト

技

術

の

進

展

に

よ

り

、

産

業

構

造

や

就

業

構

造

が

今

後

ど

の

よ

う

に

変

化

し

、

そ

れ

が

経

済

成

長

や

賃

金

上

昇

に

ど

の

よ

う

に

影

響

す

る

か

を

経

済

原

理

に

基

づ

い

て

分

析

し

て

い

る

点

で

大

き

く

異

な

る

。

　

ま

た

こ

の

モ

デ

ル

で

は

、

資

本

ス

ト

ッ

ク

構

成

の

う

ち

生

産

へ

の

寄

与

が

大

き

い

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

、

研

究

開

発

、

情

報

通

信

機

器

な

ど

の

比

重

が

高

ま

り

、

更

に

は

就

業

構

造

の

う

ち

生

産

へ

の

貢

献

度

と

賃

金

率

が

高

い

Ａ

Ｉ

や

ロ

ボ

ッ

ト

の

活

用

を

担

う

人

材

な

ど

の

割

合

が

増

え

る

こ

と

で

、

労

働

生

産

性

が

上

昇

す

る

効

果

を

推

計

し

て

い

る

点

が

新

し

い

。

「

中

長

期

試

算

」

や

「

財

政

検

証

」

で

は

こ

れ

ら

の

効

果

は

、

Ｔ

Ｆ

Ｐ

の

中

に

混

入

し

て

お

り

、

明

示

的

に

分

析

さ

れ

て

い

な

い

。

■

資

本

蓄

積

が

成

長

の

源

泉

　

成

長

投

資

の

促

進

と

産

業

政

策

の

強

化

を

前

提

と

し

た

新

機

軸

シ

ナ

リ

オ

で

は

、

労

働

生

産

性

や

賃

金

率

、

Ｇ

Ｄ

Ｐ

に

つ

い

て

、

堅

調

な

上

昇

が

見

込

め

る

と

の

推

計

に

な

っ

て

い

る

。

例

え

ば

実

質

賃

金

率

は

、

年

率

平

均

１

・

３

％

で

上

昇

す

る

。

　

成

長

の

最

大

の

源

泉

は

実

質

資

本

ス

ト

ッ

ク

が

２

０

２

１

年

か

ら

２

０

４

０

年

に

か

け

て

約

�

％

増

え

る

と

の

想

定

で

あ

る

。

資

本

蓄

積

は

資

本

収

益

率

の

低

下

を

招

く

た

め

活

発

な

投

資

が

維

持

で

き

な

い

の

で

は

な

い

か

と

の

見

方

も

あ

る

よ

う

だ

が

、

こ

こ

�

年

の

日

本

の

資

本

蓄

積

は

、

人

口

減

少

を

加

味

し

て

も

他

の

先

進

諸

国

と

比

較

し

て

異

常

に

停

滞

し

て

き

た

こ

と

や

、

労

働

の

質

向

上

や

Ａ

Ｉ

・

ロ

ボ

ッ

ト

技

術

の

進

展

は

資

本

収

益

率

を

引

き

上

げ

る

こ

と

を

考

慮

す

る

と

、

決

し

て

実

現

不

可

能

で

は

な

い

。

■

需

要

に

見

合

っ

た

人

材

獲

得

を

　

技

術

革

新

が

起

き

る

と

、

労

働

需

要

の

中

身

も

変

わ

っ

て

く

る

。

ど

う

い

う

職

種

や

教

育

レ

ベ

ル

の

人

材

が

必

要

と

な

る

か

が

変

わ

り

、

労

働

シ

フ

ト

が

起

こ

る

。

そ

の

時

、

需

要

に

見

合

っ

た

人

材

を

獲

得

で

き

る

か

が

大

き

な

課

題

だ

。

持

続

可

能

な

成

長

の

た

め

に

は

、

Ａ

Ｉ

や

ロ

ボ

ッ

ト

な

ど

の

新

技

術

を

活

用

で

き

る

人

材

を

育

成

す

る

こ

と

が

重

要

で

あ

り

、

人

材

の

リ

ス

キ

リ

ン

グ

が

必

要

に

な

る

。

　

ボ

ト

ル

ネ

ッ

ク

は

介

護

と

医

療

分

野

だ

。

内

閣

府

の

推

計

で

は

２

０

４

０

年

に

は

、

日

本

の

労

働

者

数

の

２

割

程

度

が

こ

の

分

野

で

必

要

と

な

る

と

い

い

、

Ａ

Ｉ

や

ロ

ボ

ッ

ト

を

活

用

し

、

こ

の

分

野

の

エ

ッ

セ

ン

シ

ャ

ル

サ

ー

ビ

ス

の

効

率

を

上

げ

て

い

く

こ

と

が

極

め

て

重

要

に

な

る

。

　

つ

ま

り

、

新

機

軸

シ

ナ

リ

オ

を

実

現

す

る

に

は

、

Ａ

Ｉ

・

ロ

ボ

ッ

ト

の

導

入

・

普

及

を

ど

う

進

め

て

い

く

か

が

鍵

に

な

る

。

そ

の

た

め

に

は

、

小

規

模

事

業

者

で

も

使

い

や

す

い

自

動

化

技

術

が

求

め

ら

れ

る

。

仲

介

役

で

あ

る

ベ

ン

ダ

ー

の

果

た

す

役

割

は

大

き

く

、

Ａ

Ｉ

・

ロ

ボ

ッ

ト

の

サ

ポ

ー

ト

や

ア

フ

タ

ー

サ

ー

ビ

ス

な

ど

の

支

援

を

強

化

す

べ

き

だ

ろ

う

。

■

人

へ

の

投

資

の

意

識

拡

大

　

岸

田

政

権

が

「

新

し

い

資

本

主

義

」

と

名

付

け

た

成

長

戦

略

で

は

、

人

へ

の

投

資

は

「

一

丁

目

一

番

地

」

だ

。

労

働

人

口

の

減

少

を

考

え

れ

ば

、

一

人

ひ

と

り

の

潜

在

力

を

上

げ

る

た

め

、

リ

ス

キ

リ

ン

グ

や

人

材

投

資

が

極

め

て

重

要

だ

。

大

企

業

で

は

人

へ

の

投

資

に

関

す

る

意

識

が

芽

生

え

始

め

て

お

り

、

今

後

は

、

中

小

企

業

に

対

し

て

も

、

人

へ

の

投

資

を

促

す

政

策

が

Ｄ

Ｘ

支

援

と

と

も

に

重

要

に

な

る

。

　

職

務

給

・

ジ

ョ

ブ

型

雇

用

は

、

リ

ス

キ

リ

ン

グ

と

深

く

関

連

し

て

い

る

。

企

業

の

付

加

価

値

や

生

産

性

を

高

め

る

た

め

の

ビ

ジ

ネ

ス

モ

デ

ル

を

練

り

上

げ

、

そ

れ

に

合

っ

た

人

材

を

採

用

し

、

リ

ス

キ

リ

ン

グ

に

よ

っ

て

育

て

て

い

く

こ

と

が

大

事

だ

。

人

手

不

足

で

人

材

の

採

用

競

争

が

厳

し

く

な

っ

て

い

る

中

、

人

事

制

度

を

工

夫

す

る

企

業

は

増

え

て

い

る

。

　

円

滑

な

労

働

移

動

は

、

生

産

性

が

高

く

、

賃

金

が

高

い

分

野

に

人

が

移

動

す

る

こ

と

が

望

ま

し

い

。

円

滑

な

労

働

移

動

の

あ

る

国

は

、

企

業

が

人

の

成

長

や

エ

ン

ゲ

ー

ジ

メ

ン

ト

を

考

え

、

人

へ

の

投

資

が

増

え

、

生

産

性

が

上

が

る

傾

向

が

あ

る

。

生

産

性

や

企

業

価

値

を

上

げ

な

が

ら

賃

金

が

上

が

る

こ

と

が

大

事

だ

。

Ａ

Ｉ

・

Ｄ

Ｘ

の

活

用

で

資

本

の

質

を

上

げ

る

こ

と

も

全

要

素

生

産

性

の

向

上

に

繋

が

る

。

■

不

本

意

非

正

規

へ

の

支

援

を

　

男

女

の

賃

金

格

差

の

問

題

は

、

早

急

に

改

善

す

べ

き

だ

。

高

等

教

育

の

投

資

額

に

対

す

る

生

涯

賃

金

を

男

女

で

比

べ

る

と

、

日

本

は

Ｏ

Ｅ

Ｃ

Ｄ

諸

国

の

中

で

最

も

男

女

差

が

大

き

い

。

一

方

、

経

産

省

の

リ

ス

キ

リ

ン

グ

講

座

を

最

後

ま

で

受

講

し

た

の

は

女

性

が

８

割

で

、

意

欲

が

高

い

。

女

性

が

潜

在

力

を

発

揮

で

き

る

環

境

を

整

え

る

こ

と

は

極

め

て

重

要

だ

。

　

�

代

か

ら

�

代

の

自

律

的

キ

ャ

リ

ア

志

向

は

上

昇

し

て

い

て

、

今

後

自

然

に

転

職

は

進

ん

で

い

く

だ

ろ

う

。

政

府

が

力

を

入

れ

る

べ

き

は

不

本

意

非

正

規

労

働

者

に

対

す

る

積

極

的

労

働

市

場

政

策

だ

。

不

本

意

非

正

規

労

働

者

は

１

８

０

万

人

（

２

０

２

４

年

）

、

非

正

規

全

体

の

８

・

５

％

で

、

２

０

１

３

年

か

ら

の

減

少

幅

で

見

る

と

、

就

職

氷

河

期

の

�

歳

か

ら

�

歳

が

�

万

人

減

（

現

在

�

万

人

）

と

少

な

い

。

�

歳

か

ら

�

歳

で

は

�

万

人

減

（

同

�

万

人

）

で

あ

る

。

　

北

欧

型

の

積

極

的

労

働

市

場

政

策

の

推

進

は

、

以

前

か

ら

課

題

だ

と

言

わ

れ

て

き

た

。

日

本

に

も

求

職

者

支

援

制

度

が

あ

る

が

、

う

ま

く

機

能

し

て

い

る

と

は

言

い

難

い

。

就

職

氷

河

期

を

含

め

、

不

本

意

非

正

規

労

働

者

が

正

社

員

に

な

る

た

め

の

支

援

は

集

中

的

に

や

る

必

要

が

あ

る

。

■

最

低

賃

金

引

き

上

げ

で

改

革

を

　

物

価

高

で

低

所

得

層

の

生

活

が

困

窮

す

る

中

で

、

最

低

賃

金

を

引

き

上

げ

る

ス

ピ

ー

ド

が

遅

い

こ

と

は

、

日

本

の

大

き

な

課

題

だ

。

日

本

は

他

の

先

進

国

と

比

べ

て

最

低

賃

金

の

水

準

が

低

い

。

最

低

賃

金

を

上

げ

る

と

、

中

小

企

業

の

経

営

が

厳

し

く

な

る

と

の

理

由

で

反

対

の

声

が

大

き

い

。

し

か

し

、

非

正

規

社

員

に

と

っ

て

社

会

保

険

料

の

負

担

は

重

く

、

可

処

分

所

得

の

水

準

を

考

え

る

と

、

賃

金

水

準

の

底

上

げ

は

喫

緊

の

課

題

だ

。

　

最

低

賃

金

の

引

き

上

げ

は

、

国

の

介

護

報

酬

等

の

引

き

上

げ

、

中

小

企

業

の

価

格

転

嫁

の

後

押

し

や

Ｄ

Ｘ

支

援

な

ど

生

産

性

向

上

支

援

策

も

セ

ッ

ト

で

進

め

る

こ

と

が

大

事

だ

。

最

低

賃

金

の

引

き

上

げ

が

呼

び

水

に

な

り

、

中

小

企

業

の

水

平

・

垂

直

の

Ｍ

＆

Ａ

を

含

む

新

し

い

ビ

ジ

ネ

ス

モ

デ

ル

へ

の

転

換

が

促

さ

れ

、

成

長

の

機

会

と

な

る

可

能

性

も

あ

る

。

　

北

欧

は

危

機

に

直

面

し

た

と

き

、

生

産

性

の

低

い

分

野

か

ら

高

い

分

野

へ

の

人

材

移

動

を

進

め

る

こ

と

で

、

産

業

構

造

を

変

革

し

て

き

た

。

日

本

で

は

「

発

想

が

大

き

く

異

な

る

」

と

い

う

受

け

止

め

も

あ

る

が

、

北

欧

で

は

「

救

う

べ

き

は

競

争

力

を

な

く

し

た

仕

事

で

は

な

く

人

で

あ

る

」

と

い

う

考

え

方

が

浸

透

し

て

い

る

。

　

ス

ウ

ェ

ー

デ

ン

で

は

、

人

へ

の

投

資

を

重

視

す

る

積

極

的

労

働

市

場

政

策

、

女

性

活

躍

や

少

子

化

対

策

な

ど

の

政

策

立

案

に

は

、

経

済

学

者

が

重

要

な

役

割

を

果

た

し

て

き

た

。

国

民

に

対

し

、

科

学

的

根

拠

に

基

づ

き

政

策

の

合

理

性

を

説

明

す

る

こ

と

で

、

国

民

と

政

府

が

信

頼

関

係

を

築

い

て

い

る

。

こ

う

し

た

政

策

が

北

欧

諸

国

の

社

会

的

包

摂

と

国

際

競

争

力

の

両

立

を

可

能

に

し

て

い

る

。
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生 産 性 新 聞 （２）２０２５年（令和７年）６月５日（木曜日）

【第三種郵便物認可】


